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証券コード 5185
2019年６月11日

株 主 各 位
埼玉県上尾市菅谷三丁目105番地

株 式 会 社 フ コ ク
代表取締役社長 河 本 次 郎

　

第66回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、当社第66回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご
通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、2019年６月26日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送いただきたく
お願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 2019年６月27日（木曜日）午前10時（午前９時受付開始）
２．場 所 埼玉県さいたま市中央区新都心３番地２

ラフレさいたま 櫻ホール（３階）
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目的事項
報告事項 １．第66期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第66期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
第５号議案 退任取締役３名に対し退職慰労金贈呈並びに取締役（監査等委員である取

締役を含む。）の退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給の件
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。また、資源節約のため、本招集ご通知をお持ちくださいますようお願い
申し上げます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.fukoku-rubber.co.jp/）に掲載
させていただきます。
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(提供書面)

事 業 報 告

（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるグローバルの経済情勢を見ますと、米国を中心に総じて堅調な
推移を示す一方、年度末にかけてはトランプ政権の保護主義的な通商政策に起因する貿易
戦争などの影響により中国の景気減速が進み、アジア諸国や欧州の一部でも弱含みとなる
など、しだいに減速の気配が強まり、楽観を許さない状況を呈しました。

我が国におきましては、西日本豪雨などの被災に苦しみながらも、内需を軸とした企業
業績の好調や雇用情勢の安定などを背景に、景況感は概ね緩やかな回復傾向を示しまし
た。一方、金融市場ではグローバルの経済情勢の影響を受けて株価と為替の変動に悩まさ
れるなど、引き続き不透明感の拭えない状況が続いております。

当社グループの主要顧客先である自動車産業におきましては、ＥＶ化等に代表される市
場構造の変化が加速する中、エリアごとの経済情勢によって販売動向に浮き沈みが見ら
れ、グローバル全体の生産についてもしだいに頭打ちの傾向を示すようになってきまし
た。

このような状況下、当社グループの受注は概ね底堅く推移し、連結売上高は前年同期比
3.6％増の779億49百万円となりました。損益面では、米中貿易摩擦に起因する市場や為替
の変調、材料費や人件費の上昇、主要事業のプロダクトミックスの変化、製造移管の遅れ
や合理化の遅れ等々の要因が重なり、営業利益は前年同期比29.7％減の19億83百万円、経
常利益が同23.7％減の21億７百万円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純損
益については主に当社の機能品事業セグメントにおける固定資産の減損損失等の計上によ
り、26億90百万円の損失（前年同期は２億43百万円の損失）となりました。
当連結会計年度における事業別の概要は次のとおりです。

＜機能品事業＞
国内外における受注が概ね堅調に推移したことから、売上高は前年同期比1.4％増の342

億61百万円となりました。一方、セグメント利益については、材料費や人件費の上昇、子
会社間の製造移管の遅れや合理化の遅れ、為替変動の影響等によって前年同期比34.8％減
の16億58百万円となりました。

本セグメントでは、当社及び連結子会社が保有する事業用資産において収益性の低下に
よる減損の兆候が見られたことから、将来の回収可能性を検討した結果、減損損失35億38
百万円を特別損失として計上しました。
＜防振事業＞

全体としては好調な受注に支えられ、売上高は前年同期比6.0％増の299億45百万円とな
りました。一方、セグメント利益については、中国のTHAAD問題に起因する減益インパク
ト、材料費や人件費の上昇、為替変動の影響等によって前年同期比7.7％減の25億46百万
円となりました。
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＜金属加工事業＞
主に国内トラック及び小型建機関連の受注が堅調に推移したことから、売上高は前年同

期比3.6％増の71億６百万円となりました。一方、セグメント利益については、採用難や
人件費上昇の影響等によって同61.6％減の41百万円となりました。
＜ホース事業＞

国内外における受注が堅調に推移したことから、売上高は前年同期比6.6％増の37億５
百万円となりました。損益面ではタイの事業が引き続き改善の途上にあり、１億71百万円
の損失となりました（前年同期は２億76百万円の損失）。
＜新事業＞
主に国内の受注が堅調に推移したことから、売上高は前年同期比3.1％増の36億５百万

円、セグメント利益は同30.0％増の３億27百万円となりました。
② 設備投資等の状況

当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は68億45百万円
で、その主なものは当社及びサイアムフコク株式会社、タイフコク株式会社における機械
装置等であります。

③ 資金調達の状況
特記すべき資金調達を行っておりません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。

(2) 財産及び損益の状況 (単位：百万円)

区 分
第 63 期

(2016年３月期)
第 64 期

(2017年３月期)
第 65 期

(2018年３月期)

第 66 期
(当連結会計年度)
(2019年３月期)

売 上 高 72,216 70,663 75,224 77,949

経 常 利 益 3,370 3,365 2,760 2,107

親会社株主に帰属する当期純利益または純損失（△） 1,968 2,137 △243 △2,690

１株当たり当期純利益または純損失(円)（△） 116.68 128.15 △14.72 △162.45

総 資 産 63,848 65,153 70,367 67,584

純 資 産 34,930 35,712 36,178 32,036

(注) １株当たり当期純利益または純損失は自己株式数控除後の期中平均発行済株式総数に基づいて算出しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

末 吉 工 業 株 式 会 社 80百万円 100％ 金属加工部品の製造販売

株 式 会 社 東 京 ゴ ム 製 作 所 298百万円 100％ ホース等ゴム製品の製造販売

韓 国 フ コ ク 株 式 会 社 4,372百万ウォン 80％
機能品ゴム製品及び防振ゴム製品
の製造販売

タ イ フ コ ク 株 式 会 社 114百万バーツ 51％ 防振ゴム製品の製造販売

サ イ ア ム フ コ ク 株 式 会 社 480百万バーツ 99％
機能品ゴム製品及びホース等ゴム
製品の製造販売

タイフコクパナプラスファウンドリー
株 式 会 社

15百万バーツ
26％
(26％)

防振ゴム製品の製造販売

株式会社フコク東海ゴムインドネシア 8,550千米ドル 80％
機能品ゴム製品及び防振ゴム製品
の製造販売

株 式 会 社 ト リ ム ラ バ ー 2,550千米ドル
100％
(100％)

ホース等ゴム製品の製造販売

フ コ ク イ ン デ ィ ア 株 式 会 社 537百万ルピー
100％
(0％)

機能品ゴム製品及び防振ゴム製品
の製造販売

フ コ ク ベ ト ナ ム 有 限 会 社 15,000千米ドル 100％ 機能品ゴム製品の製造販売

上 海 フ コ ク 有 限 公 司 160百万円 80％
機能品ゴム製品及び防振ゴム製品
の製造販売

東 莞 フ コ ク 有 限 公 司 3,000千米ドル 100％
機能品ゴム製品、防振ゴム製品及
びＯＡ製品の製造販売

青 島 フ コ ク 有 限 公 司 2,010千米ドル
90％
(40％)

防振ゴム製品の製造販売

フ コ ク （上 海） 貿 易 有 限 公 司 1,000千米ドル 100％
機能品ゴム製品及び防振ゴム製品
の販売

フ コ ク ア メ リ カ イ ン ク 2,411千米ドル 100％
機能品ゴム製品及び防振ゴム製品
の製造販売

フ コ ク メ キ シ コ 株 式 会 社 131百万ペソ
100％
(3％)

機能品ゴム製品の製造販売

フ コ ク チ ェ コ 有 限 会 社 60百万コルナ 100％ 機能品ゴム製品の製造販売

(注) 議決権比率の( )内は、間接所有割合で内数で示しております。
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③ その他

イ．重要な業務提携の状況

該当事項はありません。

ロ．重要な技術提携の状況

相 手 先 契 約 内 容

河 北 富 躍 鉄 路 装 備 社 ( 中 国 ) 鉄道用ゴム部品の製造に係る技術供与契約

南 京 富 国 勃 朗 峰 橡 胶 社 ( 中 国 ) 鉄道用ゴム部品の製造に係る技術供与契約

(4) 対処すべき課題

当社グループの事業は主力である自動車関連を始め、建機、鉄道、ＯＡ、医療などのさ

まざまな分野でグローバル展開している国内外メーカーに製品を供給することで成り立

ち、目まぐるしく変化する世界情勢と最適地生産・調達の流れの中で、熾烈な競争にさら

されております。

足下の経済情勢を見ますと、日本国内は企業業績の回復や雇用環境の改善によって比較

的安定した景況を示し、欧米を中心とした先進国も概ね堅調を維持してきましたが、一方

で米国トランプ政権の政策運営の不確実性や保護主義的傾向、中国や新興国の経済変動、

戦争やテロにつながる地政学的リスク等が各国の政治・経済にさまざまな影響を与えてお

り、不透明感を拭えない状況が続いております。

自動車産業はリーマンショック以降、グローバルベースで生産を伸長させてきました

が、足下では主に中国や先進国の市場における需要の停滞感が影を落とし、ＣＡＳＥ

（Connected, Autonomous, Shared, Electric）に代表される技術的潮流やＩｏＴ化等を伴

う大きな変革への対応を迫られるなど、日本国内の各メーカー、サプライヤーともに従来

の枠組みを超えたビジネスへの適応を模索している状況です。同時に、インドを始めとす

る新興国市場への進出も引き続き重要な課題となっております。

長期的・持続的な発展を目指す当社グループとしましても、このような変化に対応を図

るため、アジア・アセアンに加えて東欧や中米に拠点を拡げてきたほか、事業の再編やマ

ネジメントシステムの継続的整備、ものづくりの体質強化に向けたＦＲＰ（Fukoku

Revival Plan）の推進などに取り組んできました。現状はこれまでの投資先行のコストの

圧迫や既存事業の体質改善の遅れ等の影響を被って一時的に収益力が弱まっております

が、回復に向けた着実な対策を打てる体制を整えるとともに、世界中のお客様の要望に応

える商品並びにサービスを提供していくため、引き続き新技術・新商品の開発や原価低減

に注力してまいります。
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(5) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

当社グループは、次に掲げる事業を行っております。

事 業 名 主 要 製 品 及 び 事 業 内 容

機 能 品 事 業 シール部品及びワイパーブレードラバー等の製品の製造販売

防 振 事 業 ダンパー及びマウント等の製品の製造販売

金 属 加 工 事 業 トラック及び建設機械用金属部品等の製品の製造販売

ホ ー ス 事 業 ホース等ゴム製品の製造販売

新 事 業 ＯＡ、医療、モータ及びウレタン等の製品の製造販売

(6) 主要な営業所及び工場（2019年３月31日現在）

① 当社

株 式 会 社 フ コ ク

本 社 ・ 上 尾 工 場 埼 玉 県 上 尾 市

東 京 事 務 所 東 京 都 台 東 区

大 阪 営 業 所 大 阪 府 大 阪 市 淀 川 区

群 馬 工 場 群 馬 県 邑 楽 郡 邑 楽 町

群 馬 第 二 工 場 群 馬 県 邑 楽 郡 千 代 田 町

愛 知 工 場 愛 知 県 高 浜 市

西 尾 工 場 愛 知 県 西 尾 市

② 国内子会社

末 吉 工 業 株 式 会 社
本 社 工 場 埼 玉 県 北 足 立 郡 伊 奈 町

上 尾 工 場 埼 玉 県 上 尾 市

株 式 会 社 東 京 ゴ ム 製 作 所 本 社 工 場 神 奈 川 県 藤 沢 市
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③ 在外子会社

韓 国 フ コ ク 株 式 会 社
本 社 韓 国 京 畿 道 安 山 市

保 寧 工 場 韓 国 忠 清 南 道 保 寧 市

タ イ フ コ ク 株 式 会 社
本 社 タ イ 国 バ ン コ ク 市

工 場 タ イ 国 チ ャ チ ェ ン サ オ 県

サ イ ア ム フ コ ク 株 式 会 社
本 社 工 場 タ イ 国 サ ム ト プ ラ カ ン 県

コラート第一、二、三工場 タ イ 国 ナ コ ン ラ チ ャ シ マ 県

タイフコクパナプラスファウンドリー
株 式 会 社

本 社 工 場 タ イ 国 サ ム ト プ ラ カ ン 県

株式会社フコク東海ゴムインドネシア 本社工場、第二、三工場 イ ン ド ネ シ ア 国 西 ジ ャ ワ 州

株 式 会 社 ト リ ム ラ バ ー 本 社 工 場 イ ン ド ネ シ ア 国 西 ジ ャ ワ 州

フ コ ク イ ン デ ィ ア 株 式 会 社 本 社 工 場、 第 二 工 場 インド国マハラシュトラ州プネ市

フ コ ク ベ ト ナ ム 有 限 会 社 本社工場、第二、三工場 ベ ト ナ ム 国 ハ ノ イ 市

上 海 フ コ ク 有 限 公 司 本 社 工 場 中 国 上 海 市

東 莞 フ コ ク 有 限 公 司 本 社 工 場 中 国 東 莞 市

青 島 フ コ ク 有 限 公 司 本 社 工 場 中 国 青 島 平 度 市

フ コ ク （上 海） 貿 易 有 限 公 司
本 社 中 国 上 海 市

北 京 営 業 所 中 国 北 京 市

フ コ ク ア メ リ カ イ ン ク 本 社 工 場 米 国 サ ウ ス カ ロ ラ イ ナ 州

フ コ ク メ キ シ コ 株 式 会 社 本 社 工 場 メ キ シ コ 国 グ ア ナ フ ァ ト 州

フ コ ク チ ェ コ 有 限 会 社 本 社 工 場 チ ェ コ 国 ウ ー ス チ ー 州
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(7) 使用人の状況（2019年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数（名） 前連結会計年度末比増減（名）

機 能 品 2,778 (2,154) 116 (303)

防 振 1,247 (760) 24 (142)

金 属 加 工 183 (62) △6 (31)

ホ ー ス 217 (161) 12 (7)

新 事 業 282 (48) △11 (△7)

全 社 （共 通） 396 (21) △34 (△3)

合 計 5,103 (3,206) 101 (473)

(注) １．使用人数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員、パート）は( )に年間の平均人数を外数で
記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門等に所属しているものであります。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数（名） 前事業年度末比増減（名） 平 均 年 齢（歳） 平均勤続年数（年）

1,203 (616) △2 (△7) 42.1 11.6

(注) 使用人数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員、パート）は( )に年間の平均人数を外数で記載
しております。

(8) 主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）

当社グループの主要な借入先及び借入額は、以下のとおりであります。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 5,003百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,920百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,481百万円

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 926百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（2019年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 70,000,000株

② 発行済株式の総数 17,609,130株

③ 株主数 19,401名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数（株） 持株比率（％）

Ｊ 河 本 株 式 会 社 2,526,000 15.2

Ｋ Ａ Ｗ Ａ Ｍ Ｏ Ｔ Ｏ Ｃ Ｍ Ｋ 株 式 会 社 2,171,000 13.1

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,161,800 7.0

フ コ ク 取 引 先 持 株 会 857,250 5.1

渡 辺 ま り 717,256 4.3

株 式 会 社 Ｍ Ｗ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 626,000 3.7

河 本 太 郎 517,471 3.1

河 本 次 郎 517,471 3.1

フ コ ク 従 業 員 持 株 会 476,997 2.8

BBH FOR FIDELITY PURITAN TR: FIDELITY SR INTRINSIC OPPORTUNITIES FUND 275,000 1.6

(注) １．当社は自己株式を1,046,169株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式の総数

は、1,161,800株であります。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

① 取締役の状況（2019年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 河 本 太 郎

代 表 取 締 役 社 長 河 本 次 郎

取 締 役 副 社 長 執 行 役 員 猪 原 昭
輸送機器事業統括本部長、企画本部、管理本部、営
業本部担当

取 締 役 専 務 執 行 役 員 町 田 省 司 生産本部長

取 締 役 常 務 執 行 役 員 井 上 明 彦 品質保証本部長、技術本部担当

取 締 役 権 純 黙
韓国フコク㈱代表理事会長、青島フコク有限公司董
事長

取 締 役 執 行 役 員 大 橋 由 宏
アセアンエリア長、サイアムフコク㈱代表取締役社
長

取 締 役 執 行 役 員 木 村 尚 財務本部長兼財務部長

取締役（監査等委員・常勤） 中 島 久 道

取 締 役 （監 査 等 委 員） 瀬 下 明 人

取 締 役 （監 査 等 委 員） 樋 口 節 夫
ソーシャルワイヤー株式会社及びプレミアグループ
株式会社社外監査役

(注) １．取締役（監査等委員）瀬下明人氏、取締役（監査等委員）樋口節夫氏は社外取締役であります。な
お、当社は瀬下明人氏、樋口節夫氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届け出ております。

２．当社は、経営陣や独立役員である監査等委員との連携・調整にあたる体制を構築するため、常勤の
監査等委員を置いております。

３．取締役（監査等委員）瀬下明人氏は、長年にわたり財務及び会計、原価に関する業務に従事してお
り、財務及び会計、原価に関する相当程度の知見を有しております。

４．取締役（監査等委員）樋口節夫氏は公認会計士の資格を有しております。

② 事業年度中に退任した取締役

氏 名 退任日 退任事由
退任時の地位・担当及び

重要な兼職の状況

髙 橋 壽 雄 2018 年 ６ 月 28 日 辞 任 監査等委員である取締役

③ 責任限定契約の内容の概要

当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査等委員である取締役各
氏とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、10万円又は同法第425条第１項に定める額
のいずれか高い額としております。
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④ 取締役の報酬等の総額

区 分 人 員 報 酬 等 の 総 額

取 締 役 （監 査 等 委 員 を 除 く）
（う ち 社 外 取 締 役）

8名
(－)

162百万円
(－)

取 締 役 （監 査 等 委 員）
（う ち 社 外 取 締 役）

4名
(2)

12百万円
(6)

合 計 12名 175百万円

(注) １．人員欄の合計は実支給人員数を示しております。
２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2015年６月26日開催の第62回定時株主

総会において年額300百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
４．監査等委員である取締役の報酬限度額は、2015年６月26日開催の第62回定時株主総会において年額

30百万円以内と決議いただいております。
５．上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。
イ．当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額

取締役 8名 29百万円（うち社外取締役 －名 －百万円)
監査等委員 4名 1百万円（うち社外取締役 2名 0百万円)

ロ．ストックオプションによる報酬額
　 当事業年度におけるストックオプションによる報酬はありません。
６．上記のほか、当事業年度において以下のものを支払っております。

2018年６月28日開催の第65回定時株主総会決議に基づき支払った役員退職慰労金
監査等委員 1名 0百万円（うち社外取締役 －名 －百万円)

⑤ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役（監査等委員）樋口節夫氏は、ソーシャルワイヤー株式会社及びプレミアグル
ープ株式会社の社外監査役であります。ソーシャルワイヤー株式会社及びプレミアグ
ループ株式会社と当社との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
ⅰ）取締役会及び監査等委員会への出席状況

出 席 状 況

取締役（監査等委員）瀬 下 明 人
当事業年度に開催された取締役会15回のうち
14回出席し、監査等委員会7回開催のうち7回出
席いたしました。

取締役（監査等委員）樋 口 節 夫
当事業年度に開催された取締役会15回のうち
12回出席し、監査等委員会7回開催のうち7回出
席いたしました。

ⅱ）取締役会及び監査等委員会における発言状況
各氏は、主に企業経営への関与の豊富な経験や会計の専門家という立場から、取締

役会において、議案、報告事項に対し適宜質問し意見を述べております。他方、監査
等委員会においては、監査方針の協議を始めとして、監査結果についての意見交換、
監査に関する重要事項の協議等を行っております。また経営トップとの意見交換の実
施により、助言・提言を行っております。
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(4) 会計監査人の状況

① 会計監査人の名称 EY新日本有限責任監査法人
　 (注)新日本有限責任監査法人は、2018年７月１日をもってEY新日本有限責任監査法人に名称を変更して

おります。

② 会計監査人に対する報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 61百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

61百万円

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算定根
拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について
同意の判断をいたしました。

３．当社の一部の海外連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けてお
ります。

③ 非監査業務の内容

該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、法令及び基準等が定める会計監査人の独立性及び信頼性その他職務の

遂行に関する状況等を総合的に勘案し、再任又は不再任の決定を行います。

会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、監査

等委員会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定

いたします。また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場

合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、

会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備についての当社取締役会の

決議の内容の概要は以下のとおりであります。(最終改訂 2019年４月22日)

① 業務の適正を確保するための体制整備に関する原理原則

当社及び当社子会社（以下「フコクグループ」という。）は、法令、定款を遵守し、

FUKOKU WAYの実践を通じて、フコクグループの着実な経営基盤の強化と文化・風土改革を

推進する。

FUKOKU WAYとは以下の総称である。

イ．創業の精神

「Yes, We Do!」みんなで新しいことに挑戦しよう！

ロ．企業理念

新しい価値創造に挑戦し、夢あふれる未来づくりに貢献する

ハ．2023経営ビジョン

・全員参加で、より良い明日を目指す企業

・地球環境を大切にし、社会と共に進化する企業

ニ．2023経営戦略の柱

・グローバル視点で事業を拡大する

・現場力で品質と環境の改善・改革を追求する

・次世代技術・新事業を開拓する

・働く喜びを共有できる風土を醸成する

ホ. フコクバリュー

・それぞれの挑戦

・さまざまな貢献

・みんなの成長

② 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．法令、定款の遵守とFUKOKU WAYの実践

取締役及び使用人は、法令、定款を遵守することはもちろん、高い倫理観と責任を持

ち、良識ある行動を通じてFUKOKU WAYの実践を継続する。

ロ．コンプライアンス体制整備

当社は、コンプライアンス体制の整備の取組みを通じてコンプライアンス体制の有効

性を確保するとともに、コンプライアンスに関する重要課題や対応についてはコンプラ

イアンス委員会で適切に審議する。
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ハ．取締役会の開催

取締役会規程に基づき、取締役会を定期的に開催し、法令、定款に規定された事項の

ほか当社及びグループ全体に影響を及ぼす重要事項については取締役会において決定す

る。

ニ．監査等委員会監査

監査等委員会は、監査等委員会規程及び監査等委員会監査規程に則り、取締役の職務

の執行に関する適法性及び妥当性について監査監督を行う。

ホ．内部監査

内部監査室は、業務監査を実施し、その結果を代表取締役社長及び監査等委員会に報

告する。

ヘ．取締役の取引等の制限

利益相反取引を含め、取締役の取引等の制限は、取締役業務執行規程又はその他関連

規程においてこれを明らかにする。

ト．財務報告の適正性確保のための体制整備

「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制の評価」につい

て、各種手続きの文書化を始めとする社内規程等の整備を推進するとともに、財務報告

の適正性を確保するための体制について一層の充実を図る。

③ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

法定議事録、取締役の職務の執行に係る文書については、適切に保存、管理を行う。

④ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理委員会は、事業活動における様々なリスクについて横断的なリスク管理を行

うほか、各分野の所管部門が当該部門固有のリスク管理を行う。

これらに加え、当社では以下のようなリスク管理を行っている。

イ．コンプライアンス違反のリスクの管理

ロ．マネジメントシステムによるリスクの管理

ハ．海外に関するリスクの管理

ニ．知的財産に関するリスクの管理

⑤ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．中期計画及び年度ごとの方針の管理

中期計画及び年度ごとの方針に基づき、部門ごとに方針、重点課題を具体化し、効率

的かつ統一的な管理を行う。

ロ. 職務分掌及び責任の明確化

取締役会の決定に基づく取締役の職務の執行が効率的に行われるために、各社内規程

を整備し、運用状況に応じて適切に管理する。
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ハ. 事業推進体制

事業を統括的に推進、管理する事業統括本部を設置し、各事業部並びにその技術・製

造部門を配下に置くとともに、各業務機能に係る業務主体を機能本部と位置づけ、事業

統括本部と機能本部が横断的なグローバル事業管理を推進する。

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．根本原則

当社は、子会社の事業運営、意思決定についてその独立性を尊重しつつ、グループ運

営に必要な定期報告のほか、重要事項については関連規程に基づいて当社への事前承認

や適時の報告を受ける。

ロ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、リスク管理及び業務の適正を確保する観点から子会社に対して使用人を派遣

し、経営に参画させるほか、年２回のマネジメントレビューにおいて子会社の業績確認

とともに子会社取締役の職務の執行状況について報告を受ける。

ハ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

子会社の位置づけに応じた実効的かつ適切な管理を推進するために、各機能別の取り

組みを推進するとともに、重大なリスクについては速やかに当社に報告を求める。

ニ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

子会社取締役の責任範囲と業務分掌が関連規程によって定められ、かつ適切な権限委

譲により子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われるよう体制を整備する。

ホ. 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制

関連規程に基づいた当社への承認申請及び報告制度のほか、当社役員、使用人を子会

社の取締役等に選任し、法令遵守及び職務の執行に係る情報の早期把握を行い、問題点

については迅速に対応する。

⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

イ．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべき者とその体制の維持に関する事項について規程に定

め、必要な場合、いつでも設置できるようにしている。

ロ．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の他の取締役からの独立性及び指

示の実効性の確保に関する事項

任命された監査等委員会の職務の補助者に対する指揮命令権は監査等委員会が有する。
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⑧ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するため

の体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制及び監査等委員会の監査が実効的

に行われることを確保するための体制

イ．監査等委員会監査の尊重

当社は、社内規程において監査等委員会監査に対する協力、監査体制の構築及びその

尊重について明らかにしこれを維持する。

ロ．内部監査（業務監査）体制

内部監査室を設置し、監査結果は、適宜監査等委員会にも報告される。

ハ．監査等委員会への報告体制

取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が当社及び子会社において、

財務及び事業に重大な影響を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、監査等委員会

に遅滞無く報告する。なお、監査等委員会はいつでも必要に応じて、当社及び子会社の

取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

ニ．内部通報内容の監査等委員会への情報伝達

内部通報制度の運用において通報された法令違反その他コンプライアンス上の問題に

ついては、監査等委員会に対し、速やかに当該通報に関する適切な情報伝達を行う。

ホ．監査等委員会へ報告をした者及び内部通報者の取扱い

当社は、監査等委員会へ報告をした者及び内部通報制度を利用した通報者に対し、当

該報告をしたことを理由として、当社又は子会社において不利な取扱いをしない。

へ．監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の処理の方針

監査等委員の職務の執行上必要と求める費用については監査計画を踏まえ予算を計上

し、当社が費用を負担する。緊急又は臨時で職務を執行するために支出した費用につい

ても当社が負担する。

⑨ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

イ．基本的な考え方

当社は、企業行動指針に反社会的勢力との関係遮断を宣言しており、市民社会の秩序

や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関わりを持たず、不当な要求等にも一切応

じない。

ロ．整備状況

当社は、社内統括部署を設置して情報の一元管理を行うとともに、弁護士、警察、及

びその他関係機関等と連携して対応する体制を整備している。
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当事業年度における業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の運用状況の

概要は以下のとおりであります。

① 当社のコンプライアンス体制について

適正かつ公正な事業活動を行う基盤として、当社はFUKOKU WAYにて企業理念、経営ビジ

ョン等を定めており、取締役及び使用人はこれを実践することで、経営基盤の強化を図っ

ております。また、当社はコンプライアンス委員会を年８回開催したほか、法令遵守・不

正行為の防止及び早期発見等のために、社外相談窓口（内部通報制度）を設置し、適切に

運用しております。

② 職務の執行の適正性・効率性を確保するための取組みについて

当社は取締役会を原則月１回開催するほか、役員及び幹部社員が参加し、事業運営、企

業の体制、事業計画等の経営上の重要事項を審議する会議を別途執り行い、適正性・効率

性を確保しています。また重要会議には監査等委員も出席し、適宜必要な意見を表明して

います。

③ 監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための取組みについて

監査等委員会、内部監査室及び会計監査人は、定期的に当社及び当社子会社の内部統制

システムの運用状況や監査結果について協議及び意見交換を行い、緊密な連携を図ること

により、内部統制システムの運用状況の向上に努めています。また、上記重要会議への出

席、重要文書の閲覧、取締役及び使用人からの報告、聴取等により理解を深め、監査の実

効性を確保しています。

④ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する取組みについて

取締役会を始めとした重要な会議の記録、業務執行に係る決裁文書及びその他取締役の

職務執行に係る情報を、文書又は電磁的媒体に記録し、保存及び管理を行っています。

⑤ 損失の危険に関する管理の体制について

フコクグループのリスク管理を検討するリスク管理委員会を、年７回開催いたしまし

た。

⑥ フコクグループの業務の適正性及び損失の危険の管理に対する取組みについて

子会社は当社の全社方針に基づいた事業計画を策定し、当社及び子会社の役職員が参加

するグローバル経営会議で報告を行うことで、業務の適正性を確保し、半年経過後のレビ

ュー会議にて業務の執行状況を確認しています。なお、これらの会議により、当社が子会

社に対し、経営に関する指導・助言等を行うとともに、各規程により子会社の損失の危険

及びその他事業運営全般に関して詳細を定め、管理体制の強化を図っております。
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(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

該当事項はありません。

(7) 会社の支配に関する基本方針

① 基本方針の内容

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由

な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大量買付行為であっても、当社グループの企

業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定

するものではありません。また、最終的には株式の大量買付提案に応じるかどうかは株主

の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。

ただし、株式の大量買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち

続けることができない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利

益を損なうおそれのあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えない

もの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されな

いものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務とし

て、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大量買付提案者との交渉など

を行う必要があると考えています。

② 具体的な取組み

イ．基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、多数の株主及び投資家の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただく

ため、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させるため、ⅰ）FUKOKU

WAYの実践による中長期的な企業価値向上、ⅱ）コーポレート・ガバナンスの強化、ⅲ）

安全で高品質な製品の提供、に取組んでおります。

これらの取組みは、株主及び投資家の皆様を始め、お得意先、お取引先、従業員ある

いは地域社会等のすべてのステークホルダーから評価され、そして、そのことが株主価

値の最大化に資するものであると考えております。

ロ．不適切な支配の防止のための取組み

当社取締役会は、当社株式等の大量買付行為等を行おうとする者が遵守すべきルール

を明確にし、株主及び投資家の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報及び

時間、並びに大量買付行為等を行おうとする者との交渉の機会を確保するために、2018

年６月28日開催の第65回定時株主総会において、当社株式等の大量買付行為等に関する

対応策（以下「買収防衛策」といいます。）の継続について、株主の皆様のご承認をい

ただきました。
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当社の買収防衛策の主な内容は、当社の株式等保有割合が20％以上となるような買付

等を行う者または提案する者に対して、ⅰ）買付行為の前に、当社取締役会に対して、

買付等の内容検討に必要な情報及び当社が定める手続きを遵守する旨の誓約文を提出す

ること、ⅱ）その後、当社取締役会から独立した第三者により構成される独立委員会

が、その買付等の内容と当社取締役会の事業計画等を比較検討する期間を設けるととも

に、当社が定める手続きを遵守しなかった場合又は当社の企業価値・株主共同の利益を

害するおそれがある場合等には、新株予約権の無償割当ての方法による対抗措置を講じ

るというものであります。

なお、買収防衛策の詳細については、2018年５月15日付で「当社株式等の大量買付行

為等に関する対応策（買収防衛策）の継続について」として公表いたしております。こ

のプレスリリースの全文は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス

http://www.fukoku-rubber.co.jp/）に掲載しておりますのでご参照ください。

③ 上記②の取組みについての取締役会の判断

イ．当社取締役会は、上記②の取組みが当社の上記①の基本方針に沿って策定され、当社

の企業価値・株主共同の利益を確保するための取組みであり、株主の皆様の共同の利益

を損なうものではないと考えます。

それは、ⅰ）FUKOKU WAYの実践による中長期的な企業価値向上、ⅱ）コーポレート・

ガバナンスの強化、ⅲ）安全で高品質な製品の提供といった取組みを事業の重要な課題

として推し進めることが、更なる高収益事業構造の構築ひいては企業価値・株主共同の

利益の確保・向上に資するものであると考えること、及び、買収防衛策は、企業価値・

株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入されたものでありますので、いず

れも当社基本方針に沿うものと考えます。

ロ．当社の買収防衛策は、取締役会の恣意的な判断を排するため、当社経営陣から独立し

た者のみから構成される独立委員会を設置し、独立委員会の勧告を最大限尊重して買収

防衛策を発動すること等が定められており、取締役の地位の維持を目的とするものでは

ありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2019年３月31日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

保 険 積 立 金

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

38,251

10,173

16,066

3,420

3,850

1,225

2,438

1,088

△11

29,333

26,807

7,700

11,132

1,040

5,608

69

1,256

878

878

1,646

744

1

96

158

443

202

△0

流 動 負 債 26,780

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 5,317

電 子 記 録 債 務 6,842

短 期 借 入 金 6,173

１年内返済予定の長期借入金 1,722

未 払 法 人 税 等 237

賞 与 引 当 金 733

設 備 関 係 支 払 手 形 1,417

そ の 他 4,337

固 定 負 債 8,767

長 期 借 入 金 3,135

繰 延 税 金 負 債 874

退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,099

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 840

そ の 他 1,818

負 債 合 計 35,548

純 資 産 の 部

株 主 資 本 29,268

資 本 金 1,395

資 本 剰 余 金 1,576

利 益 剰 余 金 27,248

自 己 株 式 △951

その他の包括利益累計額 365

その他有価証券評価差額金 120

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0

為 替 換 算 調 整 勘 定 245

非 支 配 株 主 持 分 2,402

純 資 産 合 計 32,036

資 産 合 計 67,584 負 債 及 び 純 資 産 合 計 67,584
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 77,949

売 上 原 価 65,858

売 上 総 利 益 12,091

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,107

営 業 利 益 1,983

営 業 外 収 益

受 取 利 息 46

受 取 配 当 金 14

ロ イ ヤ ル テ ィ 収 入 19

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 35

為 替 差 益 55

そ の 他 146 318

営 業 外 費 用

支 払 利 息 143

固 定 資 産 除 却 損 25

そ の 他 25 194

経 常 利 益 2,107

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 38

減 損 損 失 3,684 3,722

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 1,615

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 578

法 人 税 等 調 整 額 302 880

当 期 純 損 失 2,496

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 194

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 2,690
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,395 1,576 30,270 △951 32,291

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △331 △331

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 損 失 ( △ )

△2,690 △2,690

自 己 株 式 の 取 得 0 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － 0 △3,021 △0 △3,022

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,395 1,576 27,248 △951 29,268

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持 分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

当連結会計年度期首残高 164 △0 1,281 2,441 36,178

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △331

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 損 失 ( △ )

△2,690

自 己 株 式 の 取 得 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

△43 0 △1,036 △39 △1,119

当連結会計年度変動額合計 △43 0 △1,036 △39 △4,141

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 120 △0 245 2,402 32,036
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社は、末吉工業株式会社、株式会社東京ゴム製作所、韓国フコク株式会社、タイフ

コク株式会社、サイアムフコク株式会社、株式会社フコク東海ゴムインドネシア、上海フコク

有限公司、東莞フコク有限公司、青島フコク有限公司、フコク（上海）貿易有限公司、フコク

アメリカインク、フコクインディア株式会社、フコクベトナム有限会社、株式会社トリムラバ

ー、タイフコクパナプラスファウンドリー株式会社、フコクチェコ有限会社及びフコクメキシ

コ株式会社の17社であります。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社は、南京富国勃朗峰橡胶有限公司の１社であります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、12月31日であり、連結計算書類の作成に当たっては、同決

算日現在の計算書類を使用しております。

ただし、連結子会社各社の決算日以降連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

主として総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額

法）を採用し、在外連結子会社は所在地国の会計基準に基づく定額法を採用しておりま

す。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定額法を採用し、在外連結子会社は所在地国の会計基準に基

づく定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金………………売掛金等債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支給に備えるため、主として内規に基づく期

末要支給見積額を引当計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて、特例処

理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約取引等、金利スワップ取引
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ヘッジ対象

原材料輸入に係る外貨建予定取引、借入金の変動金利

③ ヘッジ方針

当社グループのデリバティブ取引は、将来の為替、金利の変動によるリスク回避を目的

としており、投機的な取引は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、そ

の変動額の比率によって有効性を評価しています。ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略しております。

⑤ 取引に係るリスク管理体制

当社グループでは、デリバティブ取引の執行、管理については、取引権限及び取引限度

額を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

① 退職給付に係る負債の計上基準

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。なお、数理計算上の差異については、発生時の連結

会計年度において一括して費用処理しております。

② 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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（表示方法の変更に関する注記）

連結貸借対照表

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）

に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成

30年３月26日）を当連結会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表

示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しました。

この結果、前連結会計年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」

（前連結会計年度308百万円）は、当連結会計年度においては「投資その他の資産」の「繰延

税金資産」443百万円に含めて表示しております。

連結損益計算書

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めておりました「固定資産除却損」

（前連結会計年度26百万円）については、重要性が高まったため、当連結会計年度において

は区分掲記しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 62,684百万円

２．担保に供している資産

担保資産の内容及びその金額

建物及び構築物 2,460百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 1,128百万円

合計 3,589百万円

担保に係る債務の金額

短期借入金 848百万円

１年内返済予定の長期借入金 1,124百万円

長期借入金 1,138百万円

合計 3,111百万円
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（連結損益計算書に関する注記）

減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

株式会社フコク
機能品事業及び新事業

生産設備等

建物及び構築物、機械装置及び

運搬具、土地他

上海フコク有限公司
機能品事業

生産設備
機械装置及び運搬具他

東莞フコク有限公司
防振事業

生産設備
機械装置及び運搬具他

当社グループは、原則として事業区分を基準として資産のグルーピングを行っておりま

す。

当社の保有する事業用資産において、収益性の低下による減損の兆候が見られたことか

ら、将来の回収可能性を検討した結果、機能品事業セグメントの生産設備等について3,491

百万円、新事業セグメントの生産設備等について136百万円の減損損失を、それぞれ特別損

失として計上しております。

また、当社の連結子会社が保有する事業用資産において、収益性の低下による減損の兆候

が見られたことから、将来の回収可能性を検討した結果、機能品事業セグメントの生産設備

について減損損失46百万円、防振事業セグメントの生産設備について９百万円をそれぞれ特

別損失として計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定評価

等により評価し、売却や転用が困難な資産については売却価額を零として算出しておりま

す。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：千株)

　

当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

発 行 済 株 式

普 通 株 式 17,609 － － 17,609

自 己 株 式

普 通 株 式 1,046 0 － 1,046
　

(注) 自己株式の株式数の増加は自己株式の単元未満株式の買取りによる増加0千株であります。

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額
　

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基 準 日 効力発生日

2018 年 ６ 月 28 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 165百万円 10円 2018年３月31日 2018年６月29日

2018 年 10 月 31 日
取 締 役 会

普通株式 165百万円 10円 2018年９月30日 2018年12月６日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの
　

決 議 予 定 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基 準 日 効力発生日

2019 年６月 27 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 165百万円 利益剰余金 10円 2019年３月31日 2019年６月28日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しており
ます。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行
借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用して
おり、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を
行うとともに主な取引先の信用状況を把握する体制としております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに
晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヵ月以内の支払期日でありま
す。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達を、長期借入金及びファイナン
ス・リース取引に係る債務は主に設備投資に係る資金調達を、それぞれ目的としたものであ
り、償還日は最長で決算日後５年であります。長期借入金のうち、金利の変動リスクの重要
性が高いと判断したものについては、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘ
ッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを
目的とした為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした
金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ
方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類作成のための基本とな
る重要な事項「４．会計方針に関する事項(5)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権については、営業部門が主要な取引先の状況を
定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等
の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当
社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているた
め信用リスクはほとんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、外貨建ての金銭債権債務に係る為替の変動リスクに対して、一部は為替予約を

利用してヘッジしております。また、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するため
に、金利スワップ取引を利用しております。
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投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規

程に従い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき資金担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社に

おいても各社の担当部署が同様の管理を行っており、親会社の資金担当部門がその管理状

況をモニタリングしております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりま

せん（(注)２．参照）。
(単位：百万円)

　

連結貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額

(1) 現金及び預金 10,173 10,173 －

(2) 受取手形及び売掛金 16,066 16,066 －

(3）電子記録債権 3,420 3,420 －

(4) 投資有価証券 255 255 －

(5) 支払手形及び買掛金 (5,317) (5,317) －

(6) 電子記録債務 (6,842) (6,842) －

(7) 短期借入金 (6,173) (6,173) －

(8) １年内返済予定の長期借入金 (1,722) (1,740) 17

(9) 未払法人税等 (237) (237) －

(10) 設備関係支払手形 (1,417) (1,417) －

(11) 長期借入金 (3,135) (3,105) △29

(12) デリバティブ取引(*2) (0) (0) －
　

(*1)負債に計上されているものについては、( )で示しております。
(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については（ ）で示しております。
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(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

(4) 投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融

機関等から提示された価格によっております。
(5) 支払手形及び買掛金、(6) 電子記録債務、(7) 短期借入金、(9) 未払法人税等、
(10) 設備関係支払手形

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

(8) １年内返済予定の長期借入金、(11) 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。
(12) デリバティブ取引

　 デリバティブ取引の時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。
２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　

区 分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式及び非上場外国債券 488
　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)

投資有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,789円20銭

２．１株当たり当期純損失 162円45銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(2019年３月31日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

特 許 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

20,025

3,772

395

2,769

8,900

1,375

592

529

5

1,685

16,155

6,949

1,329

49

2,471

17

333

2,675

70

139

2

129

7

9,066

370

7,380

976

220

118

△0

流 動 負 債 14,410
支 払 手 形 355
買 掛 金 2,341
電 子 記 録 債 務 5,640
短 期 借 入 金 643
１年内返済予定の長期借入金 1,625
未 払 金 1,220
未 払 費 用 650
未 払 法 人 税 51
賞 与 引 当 金 660
設 備 関 係 支 払 手 形 38
そ の 他 1,181

固 定 負 債 4,150
長 期 借 入 金 2,213
退 職 給 付 引 当 金 1,176

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 565

債 務 保 証 損 失 引 当 金 195
負 債 合 計 18,561

純 資 産 の 部
株 主 資 本 17,501
資 本 金 1,395
資 本 剰 余 金 1,576
資 本 準 備 金 1,514
そ の 他 資 本 剰 余 金 62
利 益 剰 余 金 15,480
利 益 準 備 金 262
そ の 他 利 益 剰 余 金 15,218
土 地 圧 縮 積 立 金 96
別 途 積 立 金 6,750
繰 越 利 益 剰 余 金 8,372

自 己 株 式 △951
評 価 ・ 換 算 差 額 等 118
その他有価証券評価差額金 118
純 資 産 合 計 17,620

資 産 合 計 36,181 負 債 及 び 純 資 産 合 計 36,181
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 36,982

売 上 原 価 33,713

売 上 総 利 益 3,268

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,628

営 業 損 失 1,359

営 業 外 収 益

受 取 利 息 37

受 取 配 当 金 700

ロ イ ヤ ル テ ィ 収 入 871

為 替 差 益 54

そ の 他 243 1,907

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14

固 定 資 産 除 却 損 11

そ の 他 4 29

経 常 利 益 517

特 別 利 益

債 務 保 証 損 失 引 当 金 戻 入 額 132 132

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 36

減 損 損 失 3,628 3,664

税 引 前 当 期 純 損 失 3,013

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 170

法 人 税 等 調 整 額 360 530

当 期 純 損 失 3,543
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

土地圧縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,395 1,514 62 262 96 6,750 12,247

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △331

当 期 純 損 失 ( △ ) △3,543

自 己 株 式 の 取 得 0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 0 － － － △3,875

当 期 末 残 高 1,395 1,514 62 262 96 6,750 8,372

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △951 21,376 160 21,536

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △331 △331

当 期 純 損 失 ( △ ) △3,543 △3,543

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

△41 △41

当 期 変 動 額 合 計 △0 △3,875 △41 △3,916

当 期 末 残 高 △951 17,501 118 17,620
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法

その他有価証券………………………時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用し

ております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金………………売掛金等債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

宝印刷株式会社 2019年05月30日 16時58分 $FOLDER; 36ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 36 ―

(3) 退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、数

理計算上の差異については、発生時の事業年度において一括して

費用処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期末要

支給見積額を引当計上しております。

(5) 債務保証損失引当金………関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、被保証会社の財

政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

５．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて、特例処理

の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

デリバティブ取引（金利スワップ取引）

ヘッジ対象

相場変動等による損失の可能性があり、相場変動等が評価に反映されていないもの及び

キャッシュ・フローが固定されその変動が回避されるもの

(3) ヘッジ方針

当社のデリバティブ取引は、将来の為替、金利の変動によるリスク回避を目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理のため有効性の評価を省略しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

当社では、デリバティブ取引の執行、管理については、取引権限及び取引限度額を定めた

社内ルールに従い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

６．のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

７．消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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（表示方法の変更に関する注記）

貸借対照表

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）

に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成

30年３月26日）を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しました。

この結果、前事業年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」（前

事業年度301百万円）は、当事業年度においては「投資その他の資産」の「繰延税金資産」

220百万円に含めて表示しております。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 32,077百万円

２．関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 2,858百万円

長期金銭債権 976百万円

３．関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務 634百万円

４．保証債務

（1）下記の関係会社の金融機関からの借入れに対し債務保証を行っております。

株式会社東京ゴム製作所（注） 655百万円

上海フコク有限公司 230百万円

青島フコク有限公司 126百万円

フコクアメリカインク 532百万円

フコクメキシコ株式会社 505百万円

合計 2,050百万円
（注）株式会社東京ゴム製作所に対する保証金額は、債務保証損失引当金195百万円を控除した純額で

あります。

（2）株式会社東京ゴム製作所のいすゞ自動車株式会社に対するリコール等対策費用の支

払いに対し債務保証を行っております。

1,678百万円
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５．担保に供している資産

担保資産の内容及びその金額

建物 71百万円

機械及び装置 0百万円

土地 466百万円

合計 537百万円

担保に係る債務の金額

１年内返済予定の長期借入金 1,050百万円

長期借入金 750百万円

合計 1,800百万円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 4,441百万円

仕入高 7,041百万円

材料支給高 844百万円

営業取引以外の取引による取引高 1,741百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：千株)

　

当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

自 己 株 式

普 通 株 式 1,046 0 － 1,046
　

(注) 自己株式の株式数の増加は自己株式の単元未満株式の買取りによる増加0千株であります。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
減価償却超過額 16百万円
少額減価償却資産 8百万円
減損損失 1,316百万円
投資有価証券評価損 44百万円
関係会社株式評価損 657百万円
ゴルフ会員権評価損 12百万円
未払事業税 12百万円
貸倒引当金 0百万円
賞与引当金 201百万円
退職給付引当金 358百万円
役員退職慰労引当金 172百万円
債務保証損失引当金 59百万円
その他 97百万円
評価性引当額 △2,641百万円
繰延税金資産計 315百万円

繰延税金負債
土地圧縮積立金 51百万円
その他有価証券評価差額金 43百万円
繰延税金負債計 95百万円

繰延税金資産の純額 220百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）

関連当事者との取引のうち重要なものは、以下のとおりであります。
　

属 性 会社等の名称 住 所 資 本 金
議決権等
の 所 有
割 合

事業の内容

関 係 内 容
取引の
内 容

取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

韓国フコク
株 式 会 社

韓 国 4,372百万ウォン 80％

機能品ゴム製
品及び防振ゴ
ム製品の製造
販 売

兼任
１名

製品の販売、
技術供与等

ロイヤルティ
の 受 取

248 未収入金 59

フコクベトナム
有 限 会 社

ベトナム 15,000千米ドル 100％
機能品ゴム製
品の製造販売

―
製品の販売、
技術供与、
資金援助等

資金の貸付 ―
関係会社
貸 付 金

990

利息の受取 27 未収収益 2

(注) 債務保証は（貸借対照表に関する注記）４．保証債務に記載しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

韓国フコク株式会社に対するロイヤルティについては、売上金額に応じ一定率の受取をして

おります。

フコクベトナム有限会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定し

ており、返済条件は2026年までの分割返済としております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,063円84銭

２．１株当たり当期純損失 213円96銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年５月24日

株式会社 フ コ ク

取締役会 御中

E Y 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 矢 定 俊 博 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 大 久 保 豊 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社フコクの2018年４月１日から2019年３月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算

書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す

ることが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社フコク及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
2019年５月24日

株式会社 フ コ ク
取締役会 御中

E Y 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 矢 定 俊 博 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 久 保 豊 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フコクの2018年４月１日から2019
年３月31日までの第66期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第66期事業年度における取締役の職務の執

行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその

構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、

下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会

議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を

求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しまし

た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に

応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについ

ては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号

に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し

ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指

摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方

針は相当であると認めます。

事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿った

ものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を

目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月27日

株式会社フコク 監査等委員会

監査等委員 中 島 久 道 ㊞

監査等委員 瀬 下 明 人 ㊞

監査等委員 樋 口 節 夫 ㊞

(注) 監査等委員 瀬下明人及び樋口節夫は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役

であります。

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

第66期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしまして以

下のとおりといたしたいと存じます。

① 配当財産の種類

金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金10円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は165,629,610円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

2019年６月28日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件

当社取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本議案において同じ。）８名は、本定時株

主総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、５名の再任をお願いするとともに、経営体制の充実・強化を図るため、新たに

取締役３名の選任をお願いするものであります。

なお、監査等委員会は、各候補者に関して、当社、他社でのこれまでの実績を始め、当事業年

度における業務執行状況及び業績等を評価したうえで、当社の取締役として適任であると判断し

ております。

取締役候補者は次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

１

再任

河
か わ も と

本 太
た ろ う

郎
(1953年５月27日生)

1976年４月 当社入社

517,471株

1984年３月 当社取締役製造部長
1993年６月 当社専務取締役管理本部長
1994年４月 当社専務取締役生産本部長
1996年３月 当社専務取締役営業本部長
1997年６月 当社取締役副社長営業本部長
1999年６月 当社代表取締役社長
2009年６月 当社取締役会長

現在に至る
【選任理由】
当社の代表取締役社長、取締役会長を務めるなど、経営全般に関する豊富な知見と経験を有しており、
取締役候補者として適任と判断し、選任をお願いするものです。

２

新任

小
お が わ

川 隆
たかし

(1954年２月26日生)

1976年４月 日本電装㈱（現㈱デンソー）入社

5,000株

1993年５月 アスモ㈱（現㈱デンソー）米国法人副社長
2003年６月 同社取締役品質保証部長
2008年６月 同社常務取締役
2012年６月 同社インドネシア法人社長
2015年12月 同社代表取締役副社長
2018年４月 ㈱デンソーモータ事業部エグゼクティブアドバイザー
2019年３月 同社退社
2019年４月 当社入社副社長執行役員事業統括本部長

現在に至る
【選任理由】
他社での豊富な経験から、自動車部品メーカーの経営全般に関する幅広い知見と卓越したリーダーシ
ップを有しており、取締役候補者として適任と判断し、選任をお願いするものです。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

３

再任

井
い の う え

上 明
あ き ひ こ

彦
(1955年11月27日生)

1978年４月 日本電装㈱（現㈱デンソー）入社

1,000株

2002年１月 同社ボデー機器品質保証部長
2012年１月 同社品質管理部TQM推進室担当部長
2013年４月 当社品質保証副本部長（出向）
2014年４月 当社入社執行役員品質保証本部長（転籍）
2015年４月 当社常務執行役員品質保証本部長
2016年６月 当社取締役常務執行役員品質保証本部長、技術本部

担当
現在に至る

【選任理由】
他社での豊富な経験と幅広い知見を活かして、当社グループ全般の品質管理と技術開発を担い、大き
な貢献を果たしてきた実績と、今後の品質、R&Dの一層の強化のため、取締役候補者として適任と判断
し、選任をお願いするものです。

４

新任

齋
さ い と う

藤 祐
ゆ う じ

二
(1960年11月10日生)

1989年４月 ㈱時事通信社入社

1,500株

2003年３月 同社退社
2003年10月 当社入社
2005年４月 当社総合企画室長
2010年４月 当社経営企画部長
2013年４月 当社執行役員経営企画部長
2016年４月 当社執行役員輸送機器事業統括本部副本部長兼総合

企画室長
2017年４月 当社執行役員企画本部長兼総合企画室長
2019年４月 当社常務執行役員コーポレート本部長兼経営企画部

長
現在に至る

【選任理由】
当社企画部門の長として歴代経営陣のサポートに携わるとともに、執行役員として当社グループの方
針管理並びに事業運営を支えてきた実績に基づいて、今後の更なる経営機能の改善と強化を図るため、
取締役候補者として適任と判断し、選任をお願いするものです。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

５

再任

権
ごん

純
じゅん

黙
もく

(1944年1月10日生)

1969年５月 現代自動車㈱入社

　
－株

1982年４月 同社理事
1992年１月 同社専務理事
1995年２月 同社退社
1995年３月 韓国フコク㈱代表理事社長
2004年６月 当社取締役、青島フコク有限公司董事長
2008年６月 当社取締役退任
2015年９月 韓国フコク㈱代表理事会長
2018年６月 当社取締役

現在に至る
【選任理由】
長年、韓国のグループ会社の経営責任を担い、グループ会社の事業を拡大させてきた実績とこれまで
の経営全般に関する豊富な知見と経験から、取締役候補者として適任と判断し、選任をお願いするも
のです。

６

再任

大
お お は し

橋 由
よ し ひ ろ

宏
(1959年７月５日生)

1983年４月 ニチメン㈱（現双日㈱）入社

　
1,200株

1997年12月 同社北京駐在員事務所化工部門長
2001年４月 同社天津法人総経理
2008年１月 双日ジェクト㈱取締役
2010年４月 双日㈱及び双日ジェクト㈱退社
2010年５月 当社入社管理本部部長
2010年10月 当社営業本部副本部長兼海外業務室長
2012年１月 当社サイアムフコク㈱代表取締役社長、タイフコク

取締役
2012年９月 当社サイアムフコク㈱代表取締役社長、タイフコク

パナプラスファウンドリー㈱取締役
2014年４月 当社執行役員サイアムフコク㈱代表取締役社長
2016年４月 当社執行役員アセアンエリア長兼サイアムフコク㈱

代表取締役社長
2018年６月 当社取締役執行役員

現在に至る
【選任理由】
当社のグループ会社並びに重要なエリアであるアセアン地域の経営責任を担ってきた実績と、今後国
内外のグループ会社の経営強化のため、取締役候補者として適任と判断し、選任をお願いするもので
す。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

７

再任

木
き む ら

村 尚
たかし

(1962年２月16日生)

1988年２月 新光監査法人入所

2,000株

1995年３月 同監査法人退所
1996年６月 アコム㈱入社
2007年２月 同社退社
2007年３月 当社入社経理部次長
2009年４月 当社経理部長
2013年４月 当社執行役員財務部長
2016年４月 当社執行役員財務本部長兼財務部長
2018年６月 当社取締役執行役員財務本部長兼財務部長
2019年４月 当社取締役執行役員財務部長

現在に至る
【選任理由】
公認会計士の資格を有し、当社の取締役執行役員財務部長として、当社の財務戦略を担ってきた実績
と、今後更なる当社グループの経営基盤の強化、効率化を図るため、取締役候補者として適任と判断
し、選任をお願いするものです。

８

新任

石
い し か わ

川 貴
た か あ き

章
(1963年２月15日生)

1988年３月 当社入社

2,000株

2010年４月 当社防振営業部長
2014年４月 当社防振事業部長
2017年４月 当社執行役員輸送機器事業統括本部副本部長
2019年４月 当社執行役員営業本部長

現在に至る
【選任理由】
当社の営業に長年携わり、執行役員輸送機器事業統括本部副本部長として当社グループの収益拡大に
大きな貢献を果たしてきた実績と、営業本部長として秀でたリーダーシップを有しており、取締役候
補者として適任と判断し、選任をお願いするものです。

(注) １．各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。
　 ２．本議案が原案どおり承認可決された場合は、当社と権純黙氏は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を継続する予定であります。なお、当該契約
に基づく損害賠償責任の限度額は、10万円又は法令が定める最低責任限度額のいずれか高い額として
おります。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役３名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

１

再任

中
な か し ま

島 久
ひ さ み ち

道
(1949年11月9日生)

1972年４月 当社入社

　
6,900株

1995年４月 当社営業部長
2001年７月 当社執行役員本社営業部長
2003年６月 当社取締役本社営業部長
2006年４月 当社取締役営業本部長
2006年６月 当社常務取締役営業本部長兼第三営業部長
2009年７月 当社上級執行役員ダンパー事業統括本部長
2011年６月 当社常務執行役員防振統括本部長
2014年４月 当社理事
2018年６月 当社監査等委員である取締役（常勤・社内）

現在に至る
【選任理由】
長年、当社の営業、製造の責務を担い、また常務取締役として経営に携わってきたことから、当社の
事業に非常に精通しており、当社の経営や監査等委員以外の取締役の職務の執行について適切な提
言・助言をいただいていることから、監査等委員である取締役として適任と判断し、選任をお願いす
るものです。

２

再任 社外

瀬
せ じ も

下 明
あ き と

人
(1948年10月８日生)

1969年４月 日信工業㈱入社

100株

1992年４月 同社経理部センター長
2002年１月 同社事業センター事業企画室長
2004年７月 同社購買部長
2006年４月 アケハイ工業㈱代表取締役社長
2007年５月 同社退社
2007年６月 日信工業㈱常勤監査役
2007年６月 ㈱ショーワ監査役（非常勤）
2009年６月 日信工業㈱及び㈱ショーワ退社
2011年６月 当社社外監査役（非常勤）
2015年６月 当社監査等委員である取締役（非常勤・社外）

現在に至る
【選任理由】
経営者として豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の経営や監査等委員以外の取締役の職務の
執行について適切な提言・助言をいただいていることから、監査等委員である取締役（社外取締役）
として適任と判断し、選任をお願いするものです。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

３

再任 社外

樋
ひ ぐ ち

口 節
せ つ お

夫
(1948年10月９日生)

1974年４月 監査法人中央会計事務所（後のみすず監査法人）入
所

－株

1985年８月 同監査法人社員就任
1988年６月 同監査法人代表社員就任
2007年７月 みすず監査法人退所
2007年８月 新日本監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）入

所代表社員就任
2011年６月 同監査法人退所
2011年６月 樋口節夫公認会計士事務所設立
2011年７月 ソーシャルワイヤー㈱社外監査役(現任)
2012年６月 当社社外監査役（非常勤）
2015年６月 当社監査等委員である取締役（非常勤・社外）
2017年６月 プレミアグループ㈱社外監査役（現任）

現在に至る
【選任理由】
公認会計士の資格を有しており、会計の専門家として当社の経営や監査等委員以外の取締役の職務の
執行について適切な提言・助言をいただいていることから、監査等委員である取締役（社外取締役）
として適任と判断し、選任をお願いするものです。

(注) １．各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。
２．候補者瀬下明人氏及び樋口節夫氏は、社外取締役候補者であります。社外取締役候補者とする理由は、

上記の「選任理由」に記載のとおりであります。
３．瀬下明人氏及び樋口節夫氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員候補者であります。
４．樋口節夫氏はこれまで会社の経営に関与した経験はありませんが、選任理由のとおり監査等委員とし

ての職務を適切に遂行できると判断しております。
５．瀬下明人氏及び樋口節夫氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役であり、監査等委員である社

外取締役としての期間は本総会の終結の時をもって４年となります。
６．本議案が原案どおり承認可決された場合は、当社と中島久道氏、瀬下明人氏及び樋口節夫氏は、会社

法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を継続する予定
であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、10万円又は法令が定める最低責任限
度額のいずれか高い額としております。

宝印刷株式会社 2019年05月30日 16時58分 $FOLDER; 52ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 52 ―

第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

2017年６月29日開催の第64回定時株主総会において、補欠の監査等委員である取締役に選任さ

れた梶原則子氏の選任の効力は本定時株主総会開始の時までとされておりますので、監査等委員

が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、改めて補欠の監査等委員である取締役１名の

選任をお願いするものであります。

なお、本選任の効力につきましては、就任前に限り、当社の取締役会の決議によりその選任を

取り消すことができるものとさせていただきます。

また、本議案に関しましては監査等委員会の同意を得ております。

補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

梶
か じ わ ら

原 則
の り こ

子
(1957年２月11日生)

1986年４月 第一東京弁護士会登録、梶原法律事務所入所

－株

1988年10月 成富法律事務所入所
1993年３月 梶原法律事務所入所
2000年１月 山下・遠山法律特許事務所（現山下・遠山法律事務所）入

所
現在に至る

【選任理由】
長年の弁護士として培われた法律知識を、監査等委員である取締役に就任された場合に
当社の監査体制に活かしていただくため、監査等委員である補欠取締役として適任と判
断し、選任をお願いするものです。

(注) １．候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。
２．補欠の監査等委員である取締役候補者梶原則子氏は、補欠の社外取締役として選任するものでありま

す。
３．補欠の監査等委員である取締役候補者とする理由、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判

断する理由及び社外取締役との責任限定契約について
(1) 補欠の監査等委員である取締役候補者とする理由について

梶原則子氏は補欠の社外取締役候補者であります。補欠の社外取締役候補者とする理由は、上記の
「選任理由」に記載のとおりであります。

(2) 社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断する理由について
梶原則子氏は直接、企業経営に関与された経験はありませんが、弁護士として企業法務に精通し、
企業経営を統治する十分な見識を有しておられることから、社外取締役としての職務を適切に遂行
できるものと判断しております。

(3) 社外取締役との責任限定契約について
梶原則子氏が監査等委員である取締役に就任された場合には、当社と梶原則子氏は、会社法第427条
第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定でありま
す。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、10万円又は法令が定める最低責任限度額の
いずれか高い額としております。
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第５号議案 退任取締役３名に対し退職慰労金贈呈並びに取締役（監査等委員である取締役を含

む。）の退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給の件

本定時株主総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任する河本次郎氏、猪原昭氏、町

田省司氏に対して、在任中の労に報いるため、当社所定の基準による相当額の範囲内で退職慰労

金を贈呈することといたしたく存じます。

なお、その具体的な金額、贈呈時期、贈呈方法は取締役会にご一任願いたいと存じます。

また、監査等委員会は、取締役河本次郎氏、猪原昭氏、町田省司氏に対する退職慰労金の贈呈

に関して、在任中の業務執行状況及び業績等を評価したうえで、妥当であると判断しておりま

す。

退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

河
か わ も と

本 次
じ ろ う

郎

1986年６月 当社取締役
1993年６月 当社常務取締役
1997年６月 当社専務取締役
2001年６月 当社代表取締役副社長
2004年６月 当社取締役
2005年６月 当社取締役副社長
2009年６月 当社代表取締役社長
　 現在に至る

猪
い の は ら

原 昭
あきら 2009年６月 当社取締役

　 現在に至る

町
ま ち だ

田 省
し ょ う じ

司
2013年６月 当社取締役
　 現在に至る

また、当社は2019年５月15日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しの一環として、

取締役（監査等委員である取締役を含む。）の退職慰労金制度を本総会終結の時をもって廃止す

ることを決議いたしました。

これに伴い、第２号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件」、第３号

議案「監査等委員である取締役３名選任の件」が原案どおり承認可決されることを条件として、

重任予定の取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名、監査等委員である取締役３名に対

して、それぞれ本総会終結の時までの在任期間に対する労に報いるため、当社所定の基準に従い

相当額の範囲内において、退職慰労金を打切り支給いたしたいと存じます。

なお、支給の時期につきましては、各取締役（監査等委員である取締役を含む。）の退任時と

し、その具体的な金額、方法等は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）については取締

役会に、監査等委員である取締役については監査役在任期間分を含めて監査等委員である取締役

の協議にご一任いただきたいと存じます。
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取締役（監査等委員である取締役を含む。）の退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給の対象と

なる取締役（監査等委員である取締役を含む。）の略歴は次の通りであります。

氏 名 略 歴

河
か わ も と

本 太
た ろ う

郎

1984年３月 当社取締役
1993年６月 当社専務取締役
1997年６月 当社取締役副社長
1999年６月 当社代表取締役社長
2009年６月 当社取締役会長

現在に至る

井
い の う え

上 明
あ き ひ こ

彦
2016年６月 当社取締役
　 現在に至る

権
ごん

純
じゅんもく

黙
2018年６月 当社取締役
　 現在に至る

大
お お は し

橋 由
よ し ひ ろ

宏
2018年６月 当社取締役
　 現在に至る

木
き む ら

村 尚
たかし 2018年６月 当社取締役

　 現在に至る

中
な か し ま

島 久
ひ さ み ち

道
2018年６月 当社監査等委員である取締役
　 現在に至る

瀬
せ じ も

下 明
あ き と

人
2011年６月 当社社外監査役（非常勤）
2015年６月 当社監査等委員である取締役
　 現在に至る

樋
ひ ぐ ち

口 節
せ つ お

夫
2012年６月 当社社外監査役（非常勤）
2015年６月 当社監査等委員である取締役
　 現在に至る

以 上
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国
道
17
号

さ
い
た
ま
新
都
心
駅

旧
中
山
道

宇
都
宮
線
・
高
崎
線

至
大
宮

至
上
野
・
東
京

京
浜
東
北
線

埼
京
線
・
新
幹
線

西口駅前通り

は徒歩ルート

交番

けやき
ひろば

新都心大橋赤山東線

首都高速埼玉新都心線

新
都
心
出
口

新
都
心
入
口

さいたま
スーパーアリーナ

ホテル
メトロポリタン

LAタワー

合同庁舎
１号館

合同庁舎
２号館

検査棟厚生棟

ブリランテ武蔵野

さいたま
赤十字病院

さいたま新都心
郵便局

さいたま新都心
郵政庁舎

埼玉県立
小児医療センター

ラフレさいたま

せせらぎ通り

西
大
通
り

北
与
野
駅

ペ
デ
ス
ト
リ
ア
ン
デ
ッ
キ
（
高
架
歩
道
）

株主総会会場ご案内図

埼玉県さいたま市中央区新都心３番地２
ラフレさいたま 櫻ホール（３階）

電話 048（601）1111

■電車をご利用の場合
・ＪＲ京浜東北線・高崎線・宇都宮線「さいたま新都心駅」下車徒歩10分
※改札出て左方向へ

・ＪＲ埼京線「北与野駅」下車徒歩15分
※東北・北海道・山形・秋田・上越・北陸新幹線をご利用の方は「大宮駅」で
お乗り換えください。
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